
平成25年度
政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要

文部科学省



１２３

〔留意事項〕

○資料中の計数については、
・単位未満切り捨てのため、合計額が一致しないことがあります。
・単位未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」

で表示しています。



文部科学省の任務と組織等の概要

○文部科学省の任務 （文部科学省設置法第３条）

文部科学省は、教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな人間性を備えた創
造的な人材の育成、学術、スポーツ及び文化の振興並びに科学技術の総合的な振興を図
るとともに、宗教に関する行政事務を適切に行うことを任務とする。

組織等 年 度 末 定 員 ・・・ 2,097名
(本省)

大 臣 官 房

生 涯 学 習 政 策 局

初 等 中 等 教 育 局

高 等 教 育 局

科学技術･学術政策局

研 究 振 興 局

研 究 開 発 局

ス ポ ー ツ ･ 青 少 年 局

国 際 総 括 官

(外局) 文 化 庁

日 本 学 士 院

(所管法人)・・・(独)国立科学博物館
(独)国立女性教育会館

(所管法人)・・・(独)教員研修センター
(独)国立特別支援教育総合研究所

(所管法人)・・・(独)大学評価･学位授与機構
(独)国立高等専門学校機構
(独)国立大学財務･経営センター
国立大学法人 (86法人)
(独)日本学生支援機構
(独)大学入試センター
日本私立学校振興･共済事業団

(所管法人)・・・(独)科学技術振興機構

(特別会計)・・・エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

国立教育政策研究所

科学技術・学術政策研究所

(所管法人)・・・大学共同利用機関法人(4法人)
(独)日本学術振興会
(独)物質･材料研究機構
(独)放射線医学総合研究所
(独)理化学研究所

(所管法人)・・・(独)日本原子力研究開発機構
(独)宇宙航空研究開発機構
(独)海洋研究開発機構
(独)防災科学技術研究所

(所管法人)・・・(独)国立青少年教育振興機構
(独)日本スポーツ振興センター

(施設等機関等)

(所管法人)・・・(独)国立美術館
(独)日本芸術文化振興会
(独)国立文化財機構

※平成２４年度より、「特別会計に関する法律」に基づき、東日本大震災復興特別会計が設置されている。
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～政策評価と組織の関係～

文部科学省の使命
教育、科学技術・学術、文化、スポーツの振興を未来への先行投資と位置づけ、これを通

じ、「教育・文化立国」と「科学技術創造立国」を実現する。

目標１ 目標２ 目標３ 目標４ 目標５ 目標６ 目標７ 目標８ 目標９ 目標１０ 目標１１ 目標１２ 目標１３
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大臣官房 ● ● ● ● ● ● ● ●

生涯学習政策局 ● ●

（独）国立科学博物館 ●

（独）国立女性教育会館 ●

初等中等教育局 ● ● ● ● ●

（独）教員研修センター ●

（独）国立特別支援教育総合
     研究所

●

高等教育局 ● ● ● ● ● ●

（独）大学評価・学位授与機構 ●

（独）国立高等専門学校機構 ●

（独）国立大学財務・経営センター ●

国立大学法人 ● ●

（独）日本学生支援機構 ● ●

（独）大学入試センター ●

日本私立学校振興・共済事業団 ●

科学技術・学術政策局 ● ● ●

（独）科学技術振興機構 ● ● ●

研究振興局 ● ● ● ●

（独）日本学術振興会 ● ●

（独）物質・材料研究機構 ●

（独）放射線医学総合研究所 ●

（独）理化学研究所 ● ● ●

研究開発局 ● ●

エネルギー対策特別会計
　　電源開発促進勘定

●

（独）日本原子力研究開発機構 ●

（独）宇宙航空研究開発機構 ●

（独）海洋研究開発機構 ●

（独）防災科学技術研究所 ●

スポーツ・青少年局 ● ● ●

（独）国立青少年教育振興機構 ●

（独）日本スポーツ振興センター ●

国際総括官 ●

文化庁 ●

（独）国立美術館 ●

（独）日本芸術文化振興会 ●

（独）国立文化財機構 ●

施設等機関等

国立教育政策研究所 ● ●

科学技術・学術政策研究所 ●

日本学士院 ●

　　　　　　　　　　　　政　策　目　標

　　　　組　　織
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政策目標１：生涯学習社会の実現
国民一人一人が、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適

切に生かすことのできる社会を実現する。

政策目標２：確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり
子供たちが確かな学力、豊かな心と健やかな体を育成することのできる社会を実現するとともに信頼される学校

づくりを進める。

政策目標３：義務教育の機会均等と水準の維持向上
全国すべての地域において優れた教職員を必要数確保し、教育の機会均等と教育水準の維持向上を図る。

政策目標４：個性が輝く高等教育の振興
「知識基盤社会」において、我が国が活力ある発展を続けていくために、高等教育を時代の牽引役として社会の

負託に十分応えるものへと変革する一方、社会の側がこれを積極的に支援するという双方向の関係を構築する。

政策目標５：奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進
学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、奨学金制度による意欲・能力のある個人に対する

支援を一層推進する。

政策目標６：私学の振興
私立学校の振興に向け、教育研究条件を高めるとともに経営の健全性の維持向上を図る。

政策目標７：科学技術・学術政策の総合的な推進
科学技術と社会との調和に配慮し、国民､地域､国際等の視点に立ち、科学技術･学術政策を総合的に推進する。

政策目標８：基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備
学術研究の振興や優れた研究成果の創出・活用の促進を図るとともに、科学技術振興のための基盤を強化する。

政策目標９：科学技術の戦略的重点化
国家的・社会的課題に対応する研究開発の重点化した推進と新興・融合領域への先見性、機動性をもった対応

を実現する。

政策目標１０：原子力事故による被害者の救済
原子力事業者による原子力損害を賠償するための措置が適切に図られるとともに原子力損害賠償補償契約に

基づく補償を速やかに実施することにより、被害者への迅速、公平かつ適正な救済を図る。

政策目標１１：スポーツの振興
世界共通の人類の文化の一つであるスポーツの振興により、生涯スポーツ社会の実現に向けて地域におけるス

ポーツ環境を確保するとともに、わが国の国際競技力を向上させ、子供から大人まで心身ともに健全な明るく豊か
で活力ある社会を実現する。

政策目標１２：文化による心豊かな社会の実現
優れた芸術文化の振興を図るとともに、我が国固有の伝統文化を継承・発展させることにより、文化による心豊

かな社会を実現する。

政策目標１３：豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進
人づくりなどに資する国際交流・協力の推進を通じて豊かな国際社会の構築の一翼を担う。

文部科学省の政策目標
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～各政策における事業概要～

１：生涯学習社会の実現 305 億円

●教育改革に関する基本的な政策の推進等（施策目標1-1）

（施策の概要）

教育基本法の理念の下、豊かな人間性を備えた創造的な人材育成のための教育改革を推進するため、過去の政策
の検証や先行的な調査研究、教育統計調査及び国際研究協力活動等の着実な実施を図る。

●生涯を通じた学習機会の拡大（施策目標1-2）

（施策の概要）

高度で体系的かつ継続的な学習機会を提供する高等教育機関等において、学習者の多様なニーズに対応し、生涯を
通じた幅広い学習機会を提供する。

２：確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり 9,049 億円

●青少年の健全育成（施策目標2-3）

（施策の概要）

青少年が抱える現代的な課題を踏まえ、主体性や規範意識を持った豊かな人間性を育むため、青少年の体験活動や
国際交流、青少年を取り巻く有害環境対策、子供の読書活動等を推進する。

●安全・安心で豊かな学校施設の整備推進（施策目標2-7）

（施策の概要）

児童生徒が安心して学習することができる安全な学校施設、教育内容・方法の多様化や社会のニーズに対応できる
質の高い学校施設の整備を推進する。

●教育機会の確保のための支援づくり（施策目標2-8）

（施策の概要）

児童生徒が、家庭環境、居住地域等によって不利益を受けることなく、能力に応じて適切な教育機会を確保できるよう
にする。

３：義務教育の機会均等と水準の維持向上 14,631億円

●義務教育に必要な教職員の確保（施策目標3-1）

（施策の概要）

義務教育の根幹（機会均等・水準確保・無償制）を国が責任を持って支えるため、義務教育費国庫負担制度に基づき、
義務教育に必要な経費のうち最も重要な教職員給与費について国が３分の１を負担して、全国すべての学校に必要な
教職員を確保する。

４：個性が輝く高等教育の振興 12,290 億円

●大学などにおける教育研究基盤の整備（施策目標4－2）

（施策の概要）

個性が輝く高等教育の振興のために、国立大学法人等施設を計画的・重点的に整備し、大学などにおける教育研究
基盤の整備を図る。

【各政策における主な事業概要】 －文部科学省事後評価書（平成25年度実績）－
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５：奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進 597 億円

●意欲・能力のある学生に対する奨学金事業の推進 （施策目標5-1）

（事業の概要）

教育の機会均等の観点から、意欲・能力のある学生が経済的な面で心配することなく、安心して学べるよう、独立行政
法人日本学生支援機構の奨学金事業を充実し、教育費負担の軽減を図る。

６：私学の振興 5,898 億円

●特色ある教育研究を展開する私立学校の振興（施策目標6-1）

（事業の概要）

私立学校の振興に向け、教育研究条件の維持向上を図るとともに経営の健全性を高めること等を目的とし、私学助成
や学校法人への指導・助言等を行っている。

７：科学技術・学術政策の総合的な推進 2,209 億円

●イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興（施策目標7-2）

（事業の概要）

産学官連携システムの構築や大学等の研究成果の実用化等により、科学技術イノベーションを創出し、被災地の復
興、再生に貢献するとともに広く社会・国民へ還元する。

●科学技術システム改革の先導（施策目標7-3）

（事業の概要）

研究開発支援の中核をなす研究費について、使い勝手向上のための運用改善や、研究費配分における無駄の徹底
排除を行うとともに、科学技術イノベーションに関する調査研究の推進、研究開発評価の在り方の検討及び評価に関す
る専門的知見を有する人材等の養成を通じて、エビデンスに基づく政策の企画立案や研究開発の効果的・効率的推進
を図る。また、優れた研究環境と高い研究水準を誇る「目に見える拠点」を構築し、システム改革の導入等を促す。

８：基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 6,801 億円

●学術研究の振興（施策目標8-1）

（事業の概要）

研究者の自由な発想に基づく学術研究について、新しい知を生み続ける重厚な知的蓄積を形成することを目指し、萌
芽段階からの多様な研究や時流に流されない普遍的な知の探求を長期的視点の下で振興する。

９：科学技術の戦略的重点化 7,389 億円

●ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的推進（施策目標9-4）

（事業の概要）

ナノテクノロジーに関して、我が国における産学官の英知を結集した戦略的な取組を行うとともに、物質・材料に関して、
重点的に投資を行うことにより、総合的かつ戦略的な研究開発を進め、世界に先駆け技術革新につながる成果を創出
する。

●原子力・核融合分野の研究・開発・利用の推進（施策目標9-5）

（事業の概要）

長期的なエネルギー安定供給、原子力・核融合を利用する先端科学技術の発展、国民生活の質の向上に向けて、原
子力・核融合の多様な可能性を最大限引き出す研究開発成果を得る。

●新興・融合領域の研究開発の推進（施策目標9-7）

（事業の概要）

地球環境変動や海洋資源の確保等､海洋分野の諸問題は､人類の生存や社会生活と密接に関係していることから､こ
れら諸問題を科学的に解明し､国民生活の質の向上と安全を図るための研究開発成果を生み出す｡
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１１：スポーツの振興 596 億円

●生涯スポーツ社会の実現（施策目標11-2）

（事業の概要）

国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、技術、興味・目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむ
ことができる生涯スポーツ社会を実現する。

１２：文化による心豊かな社会の実現 1,167 億円

●文化財の保存及び活用の充実（施策目標12-2）

（事業の概要）

貴重な国民的財産である文化財を適切に保存し、次世代へ継承するとともに、積極的な公開・活用を通じて、広く国民
が文化財に親しみ、その価値への理解を深めるようにする。

●日本文化の発信及び国際文化交流の推進（施策目標12-3）

（事業の概要）

芸術文化振興、文化財保護等の分野における国際文化交流の取組を推進することにより、我が国の文化芸術活動の
水準を向上し、文化を通じて国際社会に貢献し、諸外国との相互理解の推進を図る。

１３：豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進 352 億円

●国際交流の推進（施策目標13-1）

（事業の概要）

諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成するとともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が
国と諸外国との相互理解と友好親善に資する。
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～政策別コストの前年度比較～

＜平成24年度＞ ＜平成25年度＞

58,447億円 61,437億円
2,990億円

政策別コスト情報とは

政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成21年度より各省庁において作
成・公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態別に
表示されている費用を、各省庁の政策評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として作成し
ています。

さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく、政策によっては各省庁が保有する資産
を活用して事務事業を行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却費に
ついても基となる資産があることから、政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表示して
います。政策別のストックの情報についてはP１１を参照してください。

業務費用計算書については、P１８も参照してください。

※資料中の「政策目標の略称」
確かな学力向上等 ･････（政策目標２）確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり
義務教育の水準維持・向上････（政策目標３）義務教育の機会均等と水準の維持向上
高等教育の振興 ･･････ （政策目標４）個性が輝く高等教育の振興
奨学金制度の推進 ･･････ （政策目標５）奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進
科学技術等の総合的推進 ････（政策目標７）科学技術・学術政策の総合的な推進
基礎研究の充実等 ･･････ （政策目標８）基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備
原子力事故被害の救済 ････ （政策目標１０）原子力事故による被害者の救済
国際交流・協力の推進 ････ （政策目標１３）豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

(単位：億円)
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政策別コストの経費別内訳概要

(単位：億円)【25年度政策別コスト情報 経費別内訳】

【25年度政策別コスト情報 会計別内訳】

合 計
人 件 費 等補 助 金 等委 託 費 等庁 費 等

そ の 他 の
経 費

減価償却費
貸倒引当金
等 繰 入 額

生涯学習社会の実現 305 70 156 62 14 ▲ 7 10 0
確かな学力向上等 9,049 123 8,075 303 430 94 20 0
義務教育の水準維持・向上 14,631 5 14,624 - 0 0 1 0
高等教育の振興 12,290 51 2,707 9,500 3 16 10 0
奨学金制度の推進 597 2 73 204 0 0 0 316

私学の振興 5,898 24 5,867 - 1 0 4 0
科学技術等の総合的推進 2,209 63 1,229 876 9 19 10 0

基礎研究の充実等 6,801 58 4,381 2,325 5 19 11 0
科学技術の戦略的重点化 7,389 102 2,597 4,623 16 23 25 0
原子力事故被害の救済 - - - - - - - -
スポーツの振興 596 29 229 329 2 0 5 0

文化による心豊かな社会の実現 1,167 91 666 345 30 19 14 0
国際交流・協力の推進 352 32 60 82 3 166 6 0

官房経費等 146 116 - - 7 0 21 0
コスト計 61,437 773 40,669 18,654 526 353 143 316

区 分 一般会計

エネルギー対策
特 別 会 計 東日本大震災復

興特別会計
相殺消去 政策別計

電源開発促進
勘 定

生涯学習社会の実現 276 - 29 - 305
確かな学力向上等 7,567 - 1,815 ▲ 333 9,049
義務教育の水準維持・向上 14,611 - 20 - 14,631
高等教育の振興 12,231 - 144 ▲ 85 12,290
奨学金制度の推進 597 - 0 - 597

私学の振興 5,903 - 105 ▲ 110 5,898
科学技術等の総合的推進 2,180 - 28 - 2,209

基礎研究の充実等 6,771 - 72 ▲ 42 6,801
科学技術の戦略的重点化 6,931 1,154 412 ▲ 1,108 7,389
原子力事故被害の救済 - - - - -
スポーツの振興 919 - 10 ▲ 333 596

文化による心豊かな社会の実現 1,133 - 34 - 1,167
国際交流・協力の推進 352 - - - 352

官房経費等 146 - - - 146
コスト計 59,623 1,154 2,673 ▲ 2,014 61,437
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～政策別コストの経費別 前年度比較～

（単位：億円）

・２．確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律」第１２条の規定による、公立の義務教育諸
学校等施設に係る改築等事業の実施に要する経費の交付である学校施設環境改善交付金（区分：補助
金等）等の支出が増加しています。
・７．科学技術・学術政策の総合的な推進

将来における我が国の経済社会の発展の基盤となる革新的な新技術の創出に係る研究開発及びこれ
に附帯する業務を実施するための基金の造成を行う事業に必要な経費の補助である革新的研究開発
基金補助金（区分：補助金等）等の支出が増加しています。
・８．基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備

国立大学法人等の教育研究施設及び附属病院施設の整備に要する経費に対する補助である国立大
学法人施設整備費補助金（区分：補助金等）等の支出が増加しています。
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（単位：億円）

区 分 24年度 25年度
対前年度
（増▲減）

主な増▲減要因

生涯学習社会の実現 451 305 ▲ 145
確かな学力向上等 8,328 9,049 720学校施設環境改善交付金等の増による

義務教育の水準維持・向上 15,325 14,631 ▲ 693
高等教育の振興 11,576 12,290 713
奨学金制度の推進 669 597 ▲ 71

私学の振興 5,716 5,898 182
科学技術等の総合的推進 1,393 2,209 815革新的研究開発基金補助金等の増による

原子力の安全確保 146 - ▲ 146
基礎研究の充実等 6,073 6,801 727国立大学法人施設整備費補助金等の増による

科学技術の戦略的重点化 6,745 7,389 644
原子力事故被害の救済 0 - ▲ 0
スポーツの振興 365 596 230

文化による心豊かな社会の実現 1,145 1,167 21
国際交流・協力の推進 360 352 ▲ 7

官房経費等 146 146 0
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10



～政策別コストの推移～

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

生涯学習社会の実現 1,163 515 424 451 305

確かな学力向上等 5,219 9,414 8,521 8,328 9,049

義務教育の水準維持・向上 15,922 15,600 15,477 15,325 14,631

高等教育の振興 13,807 11,892 11,962 11,576 12,290

奨学金制度の推進 974 860 822 669 597

私学の振興 5,554 5,483 5,933 5,716 5,898

科学技術等の総合的推進 1,513 1,387 1,414 1,393 2,209

原子力の安全確保 63 28 74 146 -

基礎研究の充実等 7,229 5,607 6,433 6,073 6,801

科学技術の戦略的重点化 10,320 6,339 6,228 6,745 7,389

原子力事故被害の救済 0 0 1,205 0 -

スポーツの振興 277 341 262 365 596
文化による心豊かな社会の実現 1,152 1,085 1,074 1,145 1,167

国際交流・協力の推進 529 406 377 360 352

官房経費等 150 151 151 146 146
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6,339 6,228 6,745 7,389 
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6兆365億円 5兆8,447億円5兆9,115億円

6兆1,437億円

11



～政策別のストック情報の前年度比較～

（単位：億円）

＜平成２５年度末における、「資産合計」は１２兆６,０３６億円(前年度比＋７８８億円)＞
・４．個性が輝く高等教育の振興

独立行政法人等に対し国が出資した財産の財産台帳価格の改定による増加です。
・５．奨学金制度による意欲・能力のある個人への支援の推進

経済的理由や東日本大震災により修学に困難がある優れた学生等に対し、（独）日本学生支援機
構が行う奨学金貸与事業の原資の一部となる（独）日本学生支援機構に対する貸付金が増加してい
ます。

・９．科学技術の戦略的重点化
独立行政法人に対し国が出資した財産の財産台帳価格の改定による減少です。
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（単位：億円）

区 分 24年度末 25年度末
対前年度
（増▲減）

主な増▲減要因

生涯学習社会の実現 940 923 ▲ 16
確かな学力向上等 1,531 1,492 ▲ 39
義務教育の水準維持・向上 11 11 0

高等教育振興 63,450 63,977 527財産台帳の価格改定による増

奨学金制度の推進 25,139 25,617 478（独）日本学生支援機構貸付金の増

私学の振興 1,123 1,139 15
科学技術等の総合的推進 1,085 943 ▲ 142

（原子力の安全確保） 68 - ▲ 68
基礎研究の充実等 10,284 10,583 298

科学技術の戦略的重点化 12,331 11,940 ▲ 391財産台帳の価格改定による減

原子力事故被害の救済 0 - ▲ 0
スポーツ振興 2,330 2,317 ▲ 12

文化による心豊かな社会の実現 6,280 6,396 116
国際交流・協力の推進 348 377 28

官房経費等 321 314 ▲ 6
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、文部科学省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考と

して、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連

結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

人件費 63 64

退職給付引当金等繰入額 12 12

義務教育費国庫負担金 1,531 1,462

補助金等 2,167 2,604

委託費等 111 113

運営費交付金 1,787 1,752

庁費等 12 12

減価償却費 17 14

償還免除引当金繰入額等 31 31

資産処分損益 7 2

出資金評価損 28 0

その他の業務費用 72 73

業務費用合計 5,844 6,143

前年度 25年度
（自平成24年4月1日）（自平成25年4月1日）
（至平成25年3月31日）（至平成26年3月31日）

（単位：十億円）
業務費用計算書（平成25年度）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 12 7 賞与引当金 1 1
前払金等 17 17 退職給付引当金 502 415
貸付金 2,516 2,562 その他の負債 3 2
償還免除引当金 ▲ 31 ▲ 31
有形固定資産 323 308
無形固定資産 0 0 負債合計 506 419
出資金 9,809 9,855 ＜資産・負債差額の部＞

その他の資産 20 20 資産・負債差額 12,162 12,320

資産合計 12,668 12,739
負債及び資産・負
債差額合計

12,668 12,739

貸借対照表（平成25年度末）
（単位：十億円）

前年度 25年度 前年度 25年度
（平成25年3月31日）（平成26年3月31日） （平成25年3月31日）平成26年3月31日）
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～貸借対照表のポイント～
（資産）
○ 貸付金については、２兆５,６２３億円と資産総額の約２割を占めていますが、これ

は独立行政法人日本学生支援機構における奨学金事業に要する資金への貸付金です。

○ 有形固定資産については、３,０８０億円となっており、このうち、主なものとして
は、土地が２,１２８億円（有形固定資産のうち約７割）、物品が４６７億円（同、約
２割）、建物が４０７億円（同、約１割）で構成されています。

○ 出資金については、９兆８,５５９億円と金額も大きく、資産総額１２兆７,３９８
億円の約８割を占めています。これは、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用
機関法人、並びに特殊法人に対する出資金です。

（負債）
○ 退職給付引当金については、４,１５６億円と負債総額４,１９５億円のほぼ全てを

占めています。その他、ファイナンス・リース取引に伴うリース債務額等を含む「そ
の他の債務等」が１８億円となっています。

（その他）
○ 資産合計は、１２兆７,３９８億円であり、国有財産台帳の価格改定等による出資金

の増（対前年度＋４６８億円）、貸付金事業の拡充による貸付金の増（対前年度＋４
６１億円）等の影響を受けて、対前年度＋７０９億円となっています。

〇 負債合計は、４,１９５億円であり、平成２５年度末現在における恩給公務員に対す
る退職給付引当金が減少したことにより、退職給付引当金が対前年度▲８６４億円と
なったこと等が主な要因となり、対前年度▲８６９億円となりました。

～省庁別財務書類(文部科学省)の概要～

○ 文部科学省の省庁別財務書類においては、一般会計及びエネルギー対策特別会計
（電源開発促進勘定）、東日本大震災復興特別会計（文部科学省分）を合算（会計間
取引については、相殺消去）して作成しています。
また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明しています

が、省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表して
いる「資産・負債差額増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明
らかにしている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成していま
す。
詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を

ご参照ください。
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～業務費用計算書のポイント～

○ 業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形
態別に表示している計算書です。

（費用）
○ 文部科学省においては、私立大学等経常費補助金や国立大学法人施設整備費補助金

及び科学研究費補助金等の独立行政法人、大学、民間団体等への補助金や、公立高等
学校授業料不徴収交付金等の地方公共団体への交付金などの補助金等が、２兆６,０４
５億円と費用総額６兆１,４３７億円の約４割を占めています。

○ 独立行政法人科学技術振興機構をはじめとする各独立行政法人及び国立大学法人東
京大学をはじめとする各国立大学法人に対する運営費交付金が１兆７,５２０億円と業
務費用合計の約３割を占め、補助金等に次いでコストがかかっています。

○ 教職員の給与及び報酬等に要する経費の国庫負担のために支出される義務教育費国
庫負担金が業務費用合計の約２割を占め、３番目にコストがかかっています。

（その他）
○ 平成２５年度の業務費用合計は、６兆１,４３７億円であり、対前年度＋２,９９０

億円の増加となっています。主な増加要因としては、補助金等が対前年度＋４,３７２
億円となったことが挙げられます。
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省庁別財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

＜主な資産の内容＞
平成２５年度末の資産合計は、１２兆７,３９８億円であり、「出資金」が全体の約８割、「貸付金」が約２

割を占めています。平成２４年度の資産合計は、１２兆６,６８８億円であり、前年度比＋７０９億円となっ
ています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、国有財産台帳の価格改定等による「有形固定資産」の▲１５５億

円及び「出資金」の＋４６８億円、また独立行政法人日本学生支援機構における貸付金事業の拡充によ
り、「貸付金」が＋４６１億円となったことが挙げられます。

（億円）

12兆6,688億円 12兆7,398億円

【貸付金】

（独）日本学生支援機構に対する、同機構が行う学資金の貸与に
要する資金の貸付け

【有形固定資産】
国有財産（国の庁舎など）、物品（車両、事務機器、美術品など）

【出資金】
独立行政法人、国立大学法人等への出資金
・国立大学法人東京大学 1兆1,079億円
・（独）日本原子力研究開発機構 5,491億円
・国立大学法人大阪大学 3,309億円 ほか

【現金・預金】 24年度末 128億円 25年度末 71億円
特別会計剰余金及び教科書発行保証金 など

【その他の資産等】 24年度末 66億円 25年度末 59億円

【無形固定資産】 24年度末 4億円 25年度末 3億円
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【賞与引当金】 24年度末 11億円 25年度末 12億円
６月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分

＜主な負債の内容＞
平成２５年度末の負債合計は、４,１９５億円であり、「退職給付引当金」がそのほぼ全てを占め

ています。平成２４年度の負債合計は、５,０６５億円であり、前年度比▲８６９億円となっています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、平成２５年度末現在における恩給公務員に対する退職給

付引当金の減少等により、「退職給付引当金」が▲８６４億円となったことや、ファイナンス・
リース取引に伴うリース債務額等を含む「その他の債務等」が▲６億円となったことが
挙げられます。

【退職給付引当金】
退職手当及び整理資源等に係る引当金

【保管金等】 24年度末 5億円 25年度末 5億円
【未払金】 24年度末 1億円 25年度末 2億円

【その他の負債等】 24年度末 25億円 25年度末 18億円
ファイナンス・リース取引に伴う債務 など

5,065億円

4,195億円

（億円）
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省庁別財務書類 フローの状況

＜主な業務費用の内容＞
平成２５年度の業務費用合計は、６兆１,４３７億円であり、「補助金等」が全体の約４割、独立行

政法人及び国立大学法人への「運営費交付金」が約３割、「義務教育費国庫負担金」が約２割を
占めています。平成２４年度の業務費用合計は、５兆８,４４７億円であり、前年度比＋２,９９０億円
となっています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、「補助金等」が＋４,３７２億円となったこと、また「義務教育費

国庫負担金」が▲６９４億円及び「運営費交付金」が▲３５６億円となったことが挙げられます。

【人件費】
職員の給与費 など

【義務教育費国庫負担金】

義務教育費国庫負担法に基づく、公立義務教育諸学校の教職
員の給与費に対する国庫負担金

【委託費等】
・科学技術試験研究委託費 488億円
・初等中等教育等振興事業委託費 88億円
・文化芸術振興委託費 74億円 ほか

【運営費交付金】
・(独)科学技術振興機構 1,229億円
・(独)宇宙航空研究開発機構 1,097億円
・(独) 国立高等専門学校機構 579億円
・国立大学法人（86法人）・大学共同利用機関法人（4法人）

1兆805億円 ほか

【庁費等】 24年度 127億円 25年度 121億円
【減価償却費】 24年度 175億円 25年度 143億円
【償還免除引当金等繰入額】

24年度 312億円 25年度 316億円
【資産処分損益】 24年度 73億円 25年度 24億円
【出資金評価損】 24年度 286億円 25年度 3億円
【その他の業務費用（教科書購入費ほか）】

24年度 723億円 25年度 730億円

6兆1,437億円

（億円）

5兆8,447億円

【補助金等】
・私立大学等経常費補助金 3,201億円
・国立大学法人施設整備費補助金 2,179億円
・科学研究費補助金 1,365億円
・基礎年金日本私立学校振興･共済事業団補助金 1,040億円
・学術研究助成基金補助金 1,022億円 ほか

【退職給付引当金等繰入額】
24年度 124億円 25年度 127億円

退職給付引当金の繰入額 など
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（参考）連結財務書類について

連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別
の連結財務書類を参考情報として作成しています。

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 1,777 2,083 未払金等 637 772

有価証券 4,484 4,639 賞与引当金 80 82

未収金等 321 337 独立行政法人等債券 474 487

前払金等 72 91 公的年金預り金 3,422 3,546

貸付金 8,363 8,774 借入金 5,684 6,115

　貸倒引当金 ▲ 187 ▲ 185 退職給付引当金 1,697 1,556

有形固定資産 12,346 12,608 その他の負債 1,851 1,837

無形固定資産 64 66 負債合計 13,848 14,397

その他の資産 268 280 ＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 13,662 14,298

資産合計 27,510 28,695
負債及び資産・負
債差額合計

27,510 28,695

連結貸借対照表（平成25年度末）
（単位：十億円）

前年度 25年度 前年度 25年度
（平成25年3月31日）（平成26年3月31日） （平成25年3月31日）（平成26年3月31日）

人件費 1,476 1,474

退職給付引当金等繰入額 193 149

義務教育費国庫負担金 1,531 1,462

補助金等 1,567 1,677

委託費等 120 112

庁費等 12 11

減価償却費 637 669

貸倒引当金繰入額 4 ▲ 0

資産処分損益 18 12

その他の業務費用 2,750 2,836

業務費用合計 8,313 8,406

前年度 25年度
（自平成24年4月1日）（自平成25年4月1日）

（至平成25年3月31日）（至平成26年3月31日）

（単位：十億円）
連結業務費用計算書（平成25年度）
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連結財務書類 ストックの状況 （連結貸借対照表）

（億円）

＜主な資産の内容＞
平成２５年度末の資産合計は、２８兆６,９５８億円であり、「有形固定資産」が全体の約４．５割、「貸付

金」が約３割、「現金・預金」及び「有価証券」で約２．５割を占めています。平成２４年度の資産合計は、
２７兆５,１０８億円であり、前年度比＋１兆１,８４９億円となっています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、独立行政法人日本学生支援機構における奨学金貸与事業の拡

充による貸付金残高の増加等による「貸付金」の＋４,１０８億円、日本私立学校振興・共済事業団等に
おける現金・預金の増加による「現金・預金」の＋３,０５８億円及び国立大学法人東北大学等における有
形固定資産の増加により、「有形固定資産」が＋２,６２３億円となったことが挙げられます。

【現金・預金】
現金、日本銀行預金、外貨預け金及び定期預金

【有価証券】
日本私立学校振興・共済事業団 4兆1,199億円
（独）日本学生支援機構 746億円
（独）日本スポーツ振興センター 677億円 ほか

【貸付金】
（独）日本学生支援機構の奨学金貸与事業に係る貸付金等

【有形固定資産】

国や連結対象法人が所有する土地・建物（庁舎、校舎等）などの
財産、物品（車両、事務機器、機械装置、美術品など）

28兆6,958億円

27兆5,108億円

【未収金等】 24年度末 3,213億円 25年度末 3,373億円

【前払金等】 24年度末 724億円 25年度末 917億円

【無形固定資産】 24年度末 647億円 25年度末 664億円

【その他の資産等】 24年度末 805億円 25年度末 944億円
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【未払金等】

未払金には、国の児童手当、公務災害補償費、遺族補償年金、
補助率差額及び貨幣交換差減補填金に係る未払額と、連結対
象法人の未払額

【公的年金預り金】
日本私立学校振興・共済事業団における公的年金預り金

＜主な負債の内容＞
平成２５年度末の負債合計は、１４兆３,９７８億円であり、「借入金」が全体の約４割、「公的年

金預り金」が約２．５割、「退職給付引当金」が約１割を占めています。平成２４年度の負債合計
は、１３兆８，４８５億円であり、前年度比＋５,４９３億円となっています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、独立行政法人日本学生支援機構が行う奨学金貸与事業

の財源等である借入金の増加等により「借入金」が＋４,３０３億円となったことが挙げられます。

【借入金】
財政融資資金からの借入金等

【退職給付引当金】
退職手当等に係る引当金

【その他の負債】

日本私立学校振興･共済事業団が行う積立貯金事業における
加入者からの預り資金である「加入者貯金」や、（独）国立大学
財務・経営センターに承継した廃止前の国立学校特別会計の財
政融資資金からの債務である「承継債務」 など

【独立行政法人等債券】
（独）日本学生支援機構が発行した債券 4,100億円
日本私立学校振興･共済事業団が発行した債券 529億円
（独）国立大学財務・経営センターが発行した債券 250億円

14兆3,978億円

13兆8,485億円

（億円）

【賞与引当金】 24年度末 801億円 25年度末 821億円
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連結財務書類 フローの状況

＜主な業務費用の内容＞
平成２５年度の業務費用合計は、８兆４,０６５億円であり、「その他の経費」が全体の約３割、「補

助金等」、「人件費」並びに「義務教育費国庫負担金」がそれぞれ約２割ほどを占めています。平
成２４年度の業務費用合計は、８兆３,１３９億円であり、前年度比＋９２６億円となっています。

＜前年の増減事項等＞
前年からの主な増減事項としては、「補助金等」が＋１,１０６億円となったこと、また「その他の経

費」が＋９５３億円及び「義務教育費国庫負担金」が▲６９４億円となったことが挙げられます。

【人件費】
国及び連結対象法人の人件費

【退職給付引当金等繰入額】
退職給付引当金への繰入額 など

【義務教育費国庫負担金】

義務教育費国庫負担法に基づく、公立義務教育諸学校の教職
員の給与費に対する国庫負担金

【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

【その他の業務費用等】
教科書購入費 404億円
外国人留学生給与等 164億円
支払利息 665億円
その他の経費 2兆7,058億円 など

【補助金等】

文部科学省の補助金から義務教育費国庫負担金を除いたも
のに加え、連結対象法人が支出する助成費等のうち、経費の内
容等から判断して「補助金等に係る予算の執行の適正化に関
する法律」の規定対象となる性格のもの

（億円）

8兆4,065億円
8兆3,139億円

【委託費等】 24年度 1,205億円 25年度 1,128億円

【庁費等】 24年度 124億円 25年度 119億円
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※平成25年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人 23法人

〇特殊法人 1法人

〇国立大学法人、大学共同利用機関法人 90法人

合計 114法人

連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象とし
ています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監
督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財政支
出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考え
られますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人など
の既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際し
て必要な修正を行った上で連結することとしています。

国立特別支援教育総合研究所、大学入試センター、国立青少年教育振興機構、国立女性教育
会館、国立科学博物館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、放射線医学総合研究所、
国立美術館、国立文化財機構、教員研修センター、宇宙航空研究開発機構、日本スポーツ振興
センター、日本芸術文化振興会、科学技術振興機構、日本学術振興会、理化学研究所、日本学
生支援機構、海洋研究開発機構、日本原子力研究開発機構、国立大学財務・経営センター、大
学評価・学位授与機構、国立高等専門学校機構

日本私立学校振興・共済事業団

北海道大学、北海道教育大学、室蘭工業大学、小樽商科大学、帯広畜産大学、旭川医科大
学、北見工業大学、弘前大学、岩手大学、東北大学、宮城教育大学、秋田大学、山形大学、
福島大学、茨城大学、筑波大学、筑波技術大学、宇都宮大学、群馬大学、埼玉大学、千葉大
学、東京大学、東京医科歯科大学、東京外国語大学、東京学芸大学、東京農工大学、東京芸
術大学、東京工業大学、東京海洋大学、お茶の水女子大学、電気通信大学、一橋大学、横浜
国立大学、新潟大学、長岡技術科学大学、上越教育大学、富山大学、金沢大学、福井大学、
山梨大学、信州大学、岐阜大学、静岡大学、浜松医科大学、名古屋大学、愛知教育大学、名
古屋工業大学、豊橋技術科学大学、三重大学、滋賀大学、滋賀医科大学、京都大学、京都教
育大学、京都工芸繊維大学、大阪大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、神戸大学、奈良教育
大学、奈良女子大学、和歌山大学、鳥取大学、島根大学、岡山大学、広島大学、山口大学、
徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、福岡教育大学、九州大学、九州
工業大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、鹿屋体育大
学、琉球大学、政策研究大学院大学、総合研究大学院大学、北陸先端科学技術大学院大
学、奈良先端科学技術大学院大学、人間文化研究機構、自然科学研究機構、高エネルギー
加速器研究機構、情報・システム研究機構
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